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After the country enacted the Hate Speech Regulation law, many local governments enacted the Hate Speech 
Regulation Ordinances. Among them are ordinances that take a stricter attitude toward hate speech than national 
law. A representative example is the Kawasaki City Ordinance. This ordinance has the first criminal penalty for 
hate speech in Japan. This ordinance is extremely noteworthy. This paper aims to point out the ideal hate speech 
regulation Ordinance by comprehensively and critically studying the hate speech regulation Ordinances from a 








































［令和 2］年 1月 17日）を検証する。筆者の知る限り、本判決はヘイトスピーチ規制条例の合憲性に
関して裁判官が下した最初の判決だと思われるが、多くの憲法的論点が争点となっており、きわめて















































































年 5月 24日に衆議院本会議で可決・成立し、同年 6月 3日に公布・施行された（７）。本法はわずか全
7か条の短い法律であり、構成としては、前文に続き、第 1章 総則として、第 1条 目的、第 2条 定
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義、第 3条 基本理念、第 4条 国及び地方公共団体の責務が、さらに第 2章 基本的施策として、第 5
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行ったものの氏名又は名称」を原則として公表する（5条 1項）。ただし、ヘイトスピーチに該当する
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活動の概要等を原則として公表する（12 条 1 項）。ただし、ヘイトスピーチに該当すると認める場合
























































「世田谷区多様性を認め合い男女共同参画と多文化共生を推進する条例」（2018［平成 30］年 3 月
6日公布・同年 4月 1日施行）では、①国籍、民族等の異なる人びとへの差別的取扱いに関して、「何
人も、性別等の違い又は国籍、民族等の異なる人々の文化的違いによる不当な差別的取扱いをするこ
とにより、他人の権利利益を侵害してはならない」（7 条 1 項）とするとともに、「何人も、公衆に表












 「国立市人権を尊重し多様性を認め合う平和なまちづくり基本条例」（2018［平成 30］年 12 月 27
日公布・翌年 4月 1日施行）では、①民族や国籍等を理由とした差別に関して、「何人も、人種、皮膚
の色、民族、国籍、信条、性別、性的指向、性自認、しょうがい、疾病、職業、年齢、被差別部落出




















推進すること」を目的としている（1 条）。そして、②市民の責務（3 条）、相談体制の整備（4 条）、























































共生苦情処理委員会」（12 条）が設置されている。その委員は、大学教授等 2 名、弁護士 1 名の計 3
名で構成されている（2019［平成 31］年 4 月 1日現在）。また、施策を総合的かつ計画的に推進する
上で必要な事項を調査・審議するため、区長の附属機関として「世田谷区男女共同参画・多文化共生
推進審議会」（10条）も設置されている。その委員は、大学教授等 3名、弁護士 1名、関係団体 6名、
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6.1. 事案と争点 
 本件は、大阪市の住民である原告らが、同市長に対し、本条例が憲法 13条、21条 1項、31条、94
条等に違反して無効であるから、本条例を実施するために同市長がした支出命令は、法令上の根拠を





























［昭和 58］年 6月 22日・民集 37巻 5号 793頁、1992［平成 4］年 7月 1日・民集 46巻 5号 437）を
前提とし、㋐「本件各規定に基づく拡散防止措置等によって表現活動に加えられる具体的制限の態様













































































































































の損害賠償を命じた。また、控訴審・大阪高裁（2014［平成 26］年 7月 8日）も、一審の判断を維持
したうえで「本件発言の内容は、本件公園の不法占拠を糾弾するだけでなく、在日朝鮮人を劣悪な存
在であるとして嫌悪・蔑視し、日本社会で在日朝鮮人が日本人その他の外国人と共存することを否定
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するもの」であり、「差別意識を世間に訴える意図で、公益目的は認められない」と判断し、在特会側
の控訴を棄却した。さらに、上告審・最高裁（2014［平成 26］年 12 月 9日）も、在特会側の上告を
退ける決定をし、一・二審判決が確定した。 
同様にヘイトスピーチの違法性が争われた裁判としては、徳島県教組業務妨害事件（最判平成 2016
［平成 28］年 11月 2日）、水平社博物館前街宣事件（奈良地裁 2012［平成 24］年 6月 25日）、ロー






























































（１１）ただし、罰則の適用については一定期間の猶予がなされ、2020（令和 2）年 7 月 1日の当該
条例の全面施行によりヘイトスピーチが罰則の対象になった。後述するように、市長の勧告や命令に
もかかわらずヘイトスピーチを 3度繰り返した違反者は、市によって氏名などを公表されるとともに、













とに、つぎのような記事をネット配信している（2020［令和 2］年 7月 13日 0時 8分）。 
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